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　総務大臣
　　鳩　山　邦　夫　様
全日本自治団体労働組合　　

中央執行委員長　岡　部　謙　治　
夕張市の財政再建計画に関する要請について
　地方自治の確立にむけた貴職のご尽力に心から敬意を表します。

　さて、夕張市の現状については、北海道庁や総務省からの派遣職員を通じて、その現状についてはご承知いただいているものと理解しています。

　2008年４月より財政再建計画が実施されていますが、遡る2007年6月、夕張市が法の下での財政再建表明以来、2年間で1割にも迫る900人もの市民が夕張から離れ、また市職員も計画実施から現在まで19人が退職に及ぶなど、計画の根幹が早くも揺らいでおり、未だ夕張再生ビジョンは描けていない状況にあります。

その大きな原因は、財政再建計画の策定と実行を優先したためであり、当初想定されない予算措置が発生するなど、現実に即さない再建計画のため、住民サービスへの影響が生じています。行政執行の根幹を担う市職員の処遇や過酷な労働条件は、財源確保や効率性が求められるあまり、公平・公正が保たれているとは言い難く、夕張市は地域が崩壊しかねない状況におかれています。
　夕張市が地域として崩壊の危機に直面している中で、地域住民の生活に必要な公共サービスを提供するためには、国の役割と責任は極めて大きいものと考えます。つきましては、次の項目について、地方自治と国民のナショナルミニマムとしての公共サービスを守る立場から、その実現に積極的に努力されるよう要請します。

記

1.　夕張市財政再建計画については、行政水準維持と実現可能な償還計画に基づく再建計画となるよう、抜本的な見直しにむけて、国として適切な対応を行うこと。その際の財源措置について対応を講じること。
2.　安定的な行政水準を確保する観点から、労働環境や処遇の抜本的な改善にむけて、国は道と連携し努力すること。
3.　夕張市の再建は北海道の責任が大きいことから、最大限の支援について道に助言すること。また、国としてもあらゆる支援策を講じること。なお、その際には夕張市の意向を充分踏まえたものとすること。
PAGE  
2
－  －


